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令和 4年 12 月 5日 

市民文教委員会 

学校教育部指導課 

 

市立小中学校におけるいじめ対応の確認結果について 
 

本年３月「浜松市いじめ問題再調査委員会」からの提言を受け、９月に「浜松市いじめ防止等

のための基本的な方針」を改定しました。一方で、学校から提出されたいじめ認知報告書等につ

いて公文書公開請求があり、平成 29 年度から令和３年度までの「いじめ認知報告書」を確認し

てまいりました。 

その結果と「いじめ認知報告書」の改訂について以下のとおりご報告いたします。 

 

１ いじめ認知報告書について 
 ・学校が認知したいじめの措置とその結果について毎月作成し、教育委員会に報告するもの。

資料１ 

 

２ 内容について 
・「重大事態」の項目には、「可能性有」「重大事態」を記載し、該当しない案件は「空欄」。 

・「解消状況」の項目には、「解消」「一定解消」「取組中」のいずれかを記載。 

・学校は、「いじめ認知報告書」について、当該月の対応を記載。事案に変化があれば、都度

記録を更新していた。 

  【いじめ認知報告書の記載状況（H29～R3）】    （単位：件） 

「重大事態」の項目 
「解消状況」の項目 

解消 一定解消 取組中 

「重大事態」   57   18   12   27 

「可能性有」  589  272  155  162 

計  646  290  167  189 

 

３ 当時の事案への対応について 
・学校では、重大事態の定義※にとらわれず、懸念される事案を広くとらえ、いじめ認知報告

書に記載し、教育委員会へ報告していた。 

・「いじめ認知報告書」の「重大事態」欄は、重大事態認定前に、当該事案が重大な事案か    

どうかの確認のやりとりのため使用していた。 

・教育委員会は、学校から報告された「重大事態」「可能性有」について、「浜松市いじめの   

防止等のための基本的な方針」に基づき、学校と状況を確認しながら、指導や指示、支援を

行っていた。 

・教育委員会は、関係児童生徒や保護者の状況を学校から確認し、重大事態の定義に基づき、

重大事態の認定を行っていた。 

 

４ 対応について 
(1) 「重大事態」「可能性有」と記載された事案への対応 

・ 646 件は、解消しているものと考えられるが、当時の解消の基準が明らかでないため、   

状況を確認する。 

(2) 「いじめ認知報告書」の改訂（令和４年 10 月１日～） 資料２ 

・「いじめ認知報告書」の「重大事態」の項目は、法に基づく重大事態と誤解が生じる恐れが

あるため、「個別報告」と変更した。 

・「解消状況」の項目は、基準が明らかでないため、「解消」「取組中(３か月未満)」「取組中   

（３か月以上）」のいずれかを記載するよう改めた。 

※重大事態の定義 
「いじめ防止対策推進法」や「いじめの重大事態の調査に関するガイドライン」より 
1.いじめにより生命・心身・財産に重大な被害が生じた疑い 
2.いじめにより相当な期間の欠席（30日が目安） 
3.被害児童生徒や保護者の申立て  



年 5 月 年 月 日

№
学
年

性
別

氏名 発見 態様
加害
形態

重大
事態

対応状況等
解消
状況

欠席
日数

内いじめ
が要因の

日数

1 1 男 浜松　太郎
学級
担任

冷や
かし

個人
可能
性有

解消 15 0 警察 福祉

2 2 女 浜名湖　花子
担任
外

仲間
無視

ｸﾞﾙｰ
ﾌﾟ

重大
事態

取組
中 30 15 医療

3 3
養護
教諭

軽暴
力

学級
全体

一定
解消

弁護
士

福祉

4 4 ＳＣ
重暴
力

部活
動内

警察
その
他

5 5
アン

ケート
金品

その
他

6 6
学級
担任

隠し破
壊

7 本人
危険
強要

8
保護
者

ＰＣ誹
謗

9
本人
以外

その
他

10
他保
護者

資料１

取扱注意 い じ め 認 知 報 告 書 （様式１） 学校番号

提出先
浜松市教育委員会　指導課

　報告書作成における留意事項

※　記載してある事案に変化があれば、提出する度に上書き（加除修正）をして提出すること。
　　　例）「一定解消」→「解消」
※　同一の児童生徒に対して、新たないじめが認知された場合には、新たな欄に記載すること。
※　前月分は翌月の７日までに、「指導課 生徒指導グループ」に送ること。７日が土日の場合は、
     翌週の月曜日までに提出すること。
※　今まで行っている定期調査の記載している数値や項目と報告書が合致すること。

学校名

校長名

生徒指導主事・主任

いじめ対策コーディネーター

2020 記載日 2020

認知日
＜概要＞

期間、態様、
被害児童生徒の様子等

他機関連携
機関名

（具体的に）
「その他」の詳細

4/10
中央署

サポセン

5/5
子どものここ

ろ診療所



件 2 件

件 0 件

件 1 件

件 1 件

件 0 件

月 年 6 月 1 日

№
前年度から
の継続対応 学年

性
別

発見 態様
加害
形態

個別
報告

対応状況等 解消状況
欠席
日数

内いじめ
が要因
の日数

事実
【無】

1
取組中
（3か月
以上）

個別
報告

取組中
（3か月
以上）

2
取組中
（3か月
未満）

取組中
（3か月
未満）

3 解消

4 無

5

6

7

8

資料２

件

件

連携機関 備考

取扱注意 い じ め 認 知 報 告 書 （様式１） 学校番号

1

その他（転出等） 0 指導課への個別報告 1

解　　消 1 校長名

取組中（３か月未満） 0 解消率 いじめ対策コーディネーター

2/2

2022 年度 5 記載日 2022

認知日 氏　　　名
＜概要＞　期間、態様、
被害児童生徒の様子等

（いつ・どこで・誰が・何を・どのように）

今年度 前年度からの継続対応

いじめ認知件数 2 学　校　名

取組中（３か月以上） 0
50.0%

前年度からの継続対応

        <報告書作成における留意事項>
 

　※　対応状況に変化があれば、提出する度に上書き（加除修正）をして提出
　※　同一の児童生徒に新たないじめが認知された場合には、別に記載する
　※　いじめの解消には一定期間（概ね３か月程度）の状況把握が必要である
　　　 ことを理解し、 解消状況を判断する
　※　認知したいじめが調査の結果、事実がなかった場合は「無」を記入する
  ※　毎月７日までに、ミライムで「指導課 生徒指導担当」宛にエクセルデータ
　　　 を提出する
  ※　７日が土日の場合は、７日よりも前に提出する

校内いじめ対策委員会において「いじめの認知、対応状況、解消状況等」を判断すること

3/25

4/20

5/23


